
第９回「高速ツアーバス等の過労運転防止のための検討会」結果概要 

 

１．日 時 

  平成２４年３月２６日（火）１０：００ ～ １２：００ 

 

２．場 所 

  国土交通省（合同庁舎３号館）１０階 共用会議室Ａ 

 

３．出席者   

＜委員＞（敬称略。順不同） 

酒井一博、小田切優子、高橋正也、鎌田耕一、磯村浩子、小田征一、富田浩安、

成定竜一、興津泰則、若井 茂、杉山豊治、鎌田佳伸、清水昭男、佃 栄一 

＜オブザーバー＞ 

国土交通省自動車局 武藤局長、清谷次長、坂官房審議官 

      観光庁  加藤審議官 

警察庁交通局交通企画課 中村補佐 

厚生労働省労働基準局  山越審議官 

 

４．主な議題 

（１）報告書（案）のとりまとめについて 

（２）その他 

 

５．議事概要 

冒頭、武藤自動車局長より挨拶があった。 

上記の議題４．（１）について、事務局より説明後、委員から質問および意見

が述べられた。主なやり取りについては以下の通り。 
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（事務局から資料２～資料３－２について説明） 

 

成定委員代理 

本検討会の端緒は、昨年４月の関越道の高速ツアーバスの事故がきっかけとなったもの

であり、あらためてあの事故の映像を思い出すにつれ、被害者の方々へのお悔やみ申し上

げる。また、高速バス、あるいはバス事業への信頼を失わせてしまったことに、業界及び

行政関係者へのお詫びと、この短期間でこれだけのものを纏めて頂いた酒井先生はじめ、

委員の皆様に御礼の言葉を申し上げたい。高速ツアーバス協議会の会員に対しても特別に

遵守徹底していくよう働きかけて参りたい。 

報告書案の２１ページの（６）に記載されているツーマンの夜間運行への配慮について、

高速ツアーバス連絡協議会としても同様の懸念を持っていたことから、同協議会の安全確

保指針に｢同一運転者による連続した夜間運行は交替運転者の配置の有無を問わず、３往復

を超えないこととする｣という文言を付け加えることとしている。結果として、本報告書に

ある、週に１回の夜間運行を行わない日を設け、又は休日とするという記述とほぼ同じ内

容になっております。これについては事務作業が終わり次第、安全確保指針に入れ、HP 等

で発表したい。また安全確保指針は自主点検の対象になっているので、その遵守状況につ

いても HP で公表して参りたい。 

 

酒井座長 

我々は人間の生理現象として、常夜勤について非常に危惧しており、このような自主基

準を策定して頂くことは非常に評価すべきことだと思うが、自主的な指針というのは業界

ではどのような位置づけと考えればよいか。 

 

成定委員代理 

この安全対策指針は、法的な強制力を持つわけではないが、自主的に行っている点検及

び報告の結果を含めて HP に公表することとなっており、指針なのでばれなければいい問

題ないという考えで守らない事業者もいることから、消費者に遵守状況を公表することで、

結果として守る意義を事業者側に持たせるという考え方で遵守させていこうと考えている。 

 

富田委員 

全体として、本検討会では特に運転者の過労防止によって事故を防ごうということにつ

いて、色々と議論を行い、対策を順次進めてきた。運行の安全に関する一つの要素として

ドライバーに係る安全対策もあり、我々事業者はドライバーの性格や運転技術に配慮して

採用するなど、いろいろな観点から安全に配慮している。また、安全に運行するためには

車両や道路等のいろいろな要素を考えるべきであり、車両については、数十年間で、科学

的に安全確保のための技術が進歩したと思っている。例えば、車両のブレーキ装置に ABS

2 
 



がついたり、エアサスになったり、独立懸架装置を装着するなど、いろいろな装置により、

本来事故になりかねないものも防ぐことができる技術が進展している。特に、独立懸架装

置が付いている場合と付いてない場合では、高速道路でカーブ走行する際の安全な速度は

１０ｋｍ以上差がある。また、追突時の被害軽減ブレーキその他の追突防止装置など、ヒ

ューマンエラーで起こる事故も科学の力で防止できるようになってきている。こういうも

のも積極的に導入していく必要がある。また、運行計画を行う上で、ヒヤリハットの経験

の積み重ねを行って教育していくことも非常に重要。全体として、こういった様々な事故

防止対策によって安全が確保されるべきということを申し上げておきたい。 

 

若井委員代理 

全国旅行業協会は中小の旅行業者が中心なので、こういった問題が地方の隅々まで周知

が徹底されないという問題を抱えており、この資料の中の関係者への周知方法にあるよう

に旅行業界にもきちんと周知徹底して参りたい。 

 

興津委員 

全体に言えることだが、今回のまとめで事業者側と利用者側の役割は今まで以上に明解

になった、それぞれのやるべきことが明記された。一方で、我々利用者側はいわゆる運行

管理を含めた労働者の過労の状態というのは見ることができない。我々ができる安全対策、

周知徹底は行っていきたいが、バス事業者においてもぜひ徹底頂き、双方に連絡をしっか

り取りながら取り組んでいきたい。まだ、我々、日本旅行業協会も大手を中心にしている

ものの、会員が１２００者おり、なかなか制度そのものが周知できないという問題がある

ため、各社に対して徹底するように注意喚起を順次行って参りたい。また、今後は、一般

の利用者にも安全に対する認識を持って頂くよう、関係者皆が理解を深めることが重要で

あり、こういった観点も含めて行政とも協力しながら周知徹底されるよう努めたい。 

 

小田委員 

過労運転防止検討会では、バス業界の問題でこのように各関係委員に集まって頂き、議

論して頂いたことに心から感謝。本来はバス業界が自主的に改革を進めていき、対策をお

示しするというのが基本姿勢であるべきであるが、その中で、こういった会議を開催して

頂き感謝している。 

とりまとめ案の｢はじめに｣というところに、本検討会は｢今回の事故の重要な要因の１つ

として考えられる過労運転の防止策を検討することを目的とする｣ということで、事故の原

因の 1 つの過労運転を取り上げたものであるが、全体論からは、いくつかある検討会のう

ち 1 つを取り上げ、掘り下げたものである。したがって、できあがった内容については会

議の途中で色々と申し上げたので、特段、本日申し上げることはない。 

1 つ申し上げるとしたら、参考資料２で、各検討会の検討状況という資料があるが、この

3 
 



なかの｢中間整理のイメージ～高速ツアーバス事故を受けた貸切バスの安全性向上対策～｣

に３角形の絵があるが、これは中小事業者、悪質事業者、大規模事業者というものに層別

されていて、特に中小事業者が安全性向上するためには、運輸安全マネージメントの導入

促進、適正化事業実施機関の導入、国による集中的な監査・処分の実施という形で全体像

が掲載されている。今回の過労運転防止の対策については、少々複雑なルールを決めたも

のだが、専門的な観点からしても、常識論としても妥当なルールかと思う。これが結局守

られるかどうか、本当に守るのか守られていくのか、というのが最大のポイントとなる。

守らせていくということについて、安全マネージメント、適正化実施機関、集中的な監査

が掲げられているが、あり方検討会で取りまとめられることになっているが、今の時点で、

対外的にこれらが明確になっていない。４５００者にも増えた事業者はこれからも引き続

き増えていくという途上にあり、４５００者についてどういうふうにレベルを上げていく

のかという点については本検討会で作ったルールもそうだが、どういう方法で質のレベル

を上げるかという点では、重要なカギを握っているのは監査のあり方や適正化事業のあり

方である。これについては膨大なコスト・人手が必要になるが、現在はこれらを実現する

ための具体的な手段を持っていない。そのため、事業者にルールを更に厳しくしたこと、

今までのルールだって守っていなかった者がたくさんいる。言い方を変えれば、もっと守

りにくくなっているため、まじめな事業者は今まで以上に厳しいルールを守り、そうでな

い事業者は今まで以上に守らなくなるという可能性をひめている。なぜならば、ルールが

今まで以上に増えているから。 

これを守らせる、守る方策を持たせるために、あり方検討会の最終のプログラムにどの

ように我々が結論を得ることができるか、それによって増えすぎた事業者の最低レベルを

実際に上げることが最も重要である。本当にそのレベルが上がらなかったらどうなるのか

しっかり考えないと、せっかくこのメンバーでここまで築き上げたものが、更にまじめな

事業者とそうでない事業者の差を広げることになりかねない。 

 

鎌田委員（東洋大学） 

過労というのは様々な観点からその施策によって防止されるものであり、本基準はその 1

つの対策としてより分かり易くなっていると思う。実効性を確保するという意味では、性

善説に立って守ってもらうものもあるが、本基準は、法律の観点ではこれを守らなければ

処分するというコアな部分。性悪説に立つわけではないが、最低限どれを守ればいいので

すかと見る人もいるため、このコアな部分を明確にしておく必要がある。この報告書のコ

アな部分とは１４ページから１６ページの交替運転者の配置基準のところかと思うが、交

替運転者の配置基準の性格とはどういうものか。実は法令でいうと、旅客自動車運送事業

運輸規則の２１条６項の解釈基準であり、だからこそ処分できる。従前の指針はそういう

ものではなく処分できないものだった。それを処分できるように定めたのが、今回定めた

交替運転者の配置基準である。つまり、処分の対象となる基準であるということをこの報
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告書では、１５ページに｢新高速乗合バス及び貸切バスの交替運転者の配置基準の内容につ

いては、解釈運用通達の第２１条第６項の解釈等を全部改正することにより対応を行う（別

紙４参照）。｣と記載してあるだけ。従前の処分対象とならなかった交替運転者の配置基準

がこれによって、行政処分の対象となって、それが交替運転者の配置基準であるというの

が書かれているが、少し分かりづらい。どこまでが交替運転者の配置基準なのかという点

についてはこの表にとどまらず、別紙４に書かれているものが交替運転者の基準であると

いうこと。 

つまり、これを破ると行政処分するということを明確にしておかないと、企業の担当者

は最低限これ以下であるとアウトであるという境界線が分からないと困る。専門家はすぐ

分かるが、報告書は一般の利用者も見るので、他の方はどうかと疑問に思ったところ。 

 

事務局 

配置指針と今回の基準との違いは８ページ目に、緊急対策を実施した際にその点を整理

している。８ページ目の８～９行目に、｢この基準に従わない場合には、運輸規則第２１条

第６項の違反として、行政処分の対象とするものである｣と記載させて頂いているが、こう

いったものを改めて配置基準の中にも入れていきたい。 

 

小田切委員 

この会議に出させて頂いて、医学・生理学の観点から述べた意見を報告書に反映させて

頂いたが、反省も含めて申せば運転業務の特殊性というのは非常に難しいもので、実際に

何キロまでが安全なのかという知見を調べるのが厳しかった。そういうことからも、事業

者からの実際の意見も聞きつつ、労働科学関係の観点から広く、非常にバランス良くまと

めて頂いたとおもう。距離・運転時間の規制をかけることによって事故がなくなっていく

ということを目指してできあがったものだが、様々な観点が安全には影響してくる。運転

者という職業は人の命を預かって行う仕事であり普通の労働者と違う要素も持っているこ

とを運転者自身も常に認識していると思うが、改めて事業者の皆様からもその点を啓発し

て頂きたい。 

報告書の｢おわりに｣のところに運転者の指導監督の記載があるが、これは非常に大きい

意味で捉えられる。運転方法に留意したり休憩を単に取ればいいというだけではなく、休

憩の質も重要、普段の生活管理も非常に重要であるため、生活管理の指導についてもどこ

かに一言入れて頂ければと思う。 

 

高橋委員 

トラックの運転者の過労対策については、情報収集できているものだが、バスの運転者

の過労については情報が乏しかった面もあり、この検討会の報告書は、交通の安全を豊か

にするために非常に有意義なものと思う。 
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小島委員 

会議を通じて決められた対策を、事業者と運転者が最終的に実行しないと有

効でないので、そういう意味では資料４の周知方法についてというのは非常に

重要であり、あらゆる方法で周知徹底して頂きたい。自動車事故対策機構とし

ても講習等を通じて、運行管理者に周知徹底していきたい。 

 

酒井座長 

最初に富田委員から、人に関わる問題は性格等もいろいろ相まって安全とい

うものが成り立つというお話しがあったが何か印象があれば。 

 

小島委員 

自動車事故対策機構では運行管理者の講習、ドライバーの適性診断というよ

うな各種安全指導業務を行っているが、ドライバーには運転の癖、良いところ

など適性診断の結果をシートに出して説明している。事業者に対しても同様に

運転者の診断結果を連絡しているので、そういったデータをより一層有効活用

して頂き、事業者の皆様の内部での教育を徹底して頂きたい。 

 

酒井座長 

自動車局の別の検討会で、事故要因分析検討会というのがあるが、その中で数年間の過

労運転とみられる事故を抜き出して、それで明らかに見られるのは、改善基準告示を遵守

していないこと、さらに、適性診断を受けていないために大きな過労事故を発生させたと

いうような傾向も見られた。 

 

磯村委員 

乗客としての利用者の立場で申し上げると、乗車するということは運転者に体を預ける

もの。運転者の方々の過労運転を防ぐ対策ということで、非常に多岐にわたって検討して

頂いた。今回は、我々としての結論を得た本報告書について、利用者としてもこれらがス

ムーズな実施されるよう協力したい。夜間運行の高速ツアーバスのところで記載されてい

た、利用者が実効性を見守るための仕組みが非常に評価すべき考え方であり、今後もこう

いう考え方で進めて頂きたい。 

 

杉山委員 

取りまとめられた内容については、しっかりと周知させて頂きたい。他の委員も仰って

いるが、実効性確保が非常に重要。そのための周知の方法として、業界、行政から説明等

を小まめに継続して実施して頂きたい。運転者の過労という言葉に焦点が当たったことは
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非常に大きいことで、過労がどれだけ大きな影響を与えるのかということに対して広く発

信していくきっかけにもしていかないといけない。業界には当然コストを負担して頂くこ

ととなるが、安全にはコストがかかるということを事業者だけでなく利用者も理解して頂

くよう発信する必要がある。労使を含めた検討を行う際に、こういったスキームを大切に

して頂きたい。今回はバスの関係だが、トラック、タクシー他あるが、労働省の改善基準

告示の休息時間を含めたもろもろの見直しについても今回の検討を踏まえて着手していく

べきではないかと考えている。 

 

鎌田委員（交通労連） 

全体としては非常に良くできているが、２３ページの（４）について、｢想定される観光

の行程の遅れや交通渋滞による遅れを考慮した上で｣とあるが、例えば渋滞は曜日を考えれ

ば、予めわかるものであるので、それを含めた行程を組まないと最終的に労働時間を超過

してしまうという問題がある。そういう意味では高速道路の運行する距離を計算する際に

法定速度８０ｋｍを前提で組んで頂かないと、そもそもギリギリの行程で組むという考え

方にならないよう旅行業者とバス事業者は事前によく相談して頂きたい。 

２点目（５）について、運輸規則１５条は特に理解されていないので、できれば車掌に

は括弧で保安要員という文言も付け加えて頂きたい。さらに報告書について、我々はこの

報告書について答えられるが、一般の方々が見た際に分からないようなものでは問題があ

る。誰が見ても分かるような資料を作成して頂いて周知して頂きたい。 

また、杉山委員から改善基準告示についてコメントがあったが、第 3 回の本委員会で当

時の労働基準局長に申し上げ、国交省が見直しする場合は厚生労働省としても改善基準告

示の改正も検討するということを仰っていた。今回、改善基準告示にもある連続運転時間

の規定や休息期間の規定も記述しているので、これに関して厚生労働省の見解も伺いたい。  

最後に、会員制バスについて、前回も指導をしているとの回答だったが、例えば、佐賀の

よかろうバスについて、指導している最中にも路線を増やして運行しており会員も増えて

いる。この点についても国交省から県会を頂きたい。 

 

清水委員 

９回にわたって、この検討会では重要な議論がなされ、全体としてよくまとまっている

という印象。富田委員から、安全装置が従来より進歩して、それにより一定の事故防止を

図ることができたというお話しがあったが、我々は、旧あり方検討会のときから、運転者

の位置付けが明らかにされた労働条件を一定程度確保していくことが安全につながるとい

うことを申し上げてきた。今回その議論がなされたのは非常にありがたいと思っている。

労使協定で基準より短い距離・時間を決めていることがあるが、従来からの会社の労使の

関係において安全対策を図ってきたものであるため、その観点から、この基準を理由とし

て運転者の労働条件を低下させないように努めるという文言を入れて頂いたのに感謝申し
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上げる。また、周知徹底は非常に重要だと思っており、行程を作っていくバス事業者のみ

ならず、運転者がこういう基準を十分理解することが非常に大切であり、我々も実際、運

転者の皆様に周知徹底していきたいと考えている。労使が勉強会を開催するという場面が

想定されるが、地方運輸局においてもそういった機会に講師の依頼があったら是非受けて

頂きたい。 

 

佃委員 

１７ページの最後の IT 点呼について、１８ページの上に小さな文字で書いているが、こ

の部分が非常に重要だと思っている。点呼のあり方の問題、遠隔地における運行管理の問

題、アルコール検知器の問題含めて出ているが、過労防止の観点で重要なものなので、字

を大きくして、事業者にこういうことを実施しないとダメだということをアピールすべく

目立つように書くべきではないか。また、きちんと運行管理、点呼、乗務員の健康管理が

できる状況を作ることが重要である。１９ページの運行管理を強化する必要があると記載

されているが、運行期間中は運行管理者が常駐するということが原則として頂きたい。常

駐して管理することで、乗務員の精神的な安心感をえることが大事であると考えているた

め、できれば常駐と修正頂きたい。 

２０ページの行政の取組の中で、長時間勤務で、発生頻度の多い疾病とあるのだが、ど

ういうものが疾病として多いのか伺いたい。行政の取組としてア、イ、ウとあるがどのよ

うに行政の取組を進めて行くのかご教示頂きたい。また、事業者団体の日常的な管理方法

の導入について、健康診断は当然やるべきなのだが、このあたりについて、行政はどのよ

うに対応していくのか教えて頂きたい。 

今指摘したところ以外のところは非常によくできている。問題は２９日のあり方検討会

で、具体的にどのように実施されていくのかが重要であり、数日前にある社員が事故を起

こして、そのドライバーは翌日自ら命を絶つということがあった。そのドライバーは事故

率もなく、処分歴もなく非常に優秀なドライバーであった。その意味で、いかにドライバ

ーをフォローしていくのか、ソフトの面も含めてしっかりやっていくことが重要であり、

ここに書かれていることをやっていれば事故がなくなるのではないという認識のもと進め

て頂きたい。 

 

事務局 

IT 点呼について、具体的な方向性を示させて頂いた。前回の検討会において詳しく説明

させて頂いたが、今まで電話で済ませていた点呼を対面と同様にするために他の営業所の

運行管理者が立ち会うこと又は IT で動画、記録保存できる機器で実施することとするが、

具体的な詳細については１月に施行すべく通達案を作成することとなるのでそれによって、

皆様に示していくこととしたい。 

 営業所での常駐について、営業所を離れて運行管理していいわけではなく、原則として
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捉えて頂いて構わないがそういう形で強化していきたい。強化と書いたのは１人しか運行

管理者がいなく、ドライバーと兼務した場合、そういう場合は常駐できないということな

どに配慮したものであるため、修文はせずにこのままの文言でご理解頂きたい。健康起因

事故の関係で、２１ページで健康状態に起因する事故の原因の半数は脳疾患、心臓疾患で

ありそれらに関連した疾病が多いということがわかっているが、それは我々が事故報告規

則で上がってきたものであるため、これからもより詳細にそれらの状況を把握する必要が

あるので、これからも発生状況の調査をして参りたい。 

 

小田切委員 

夜間長時間勤務で罹患しやすいという記述は記載しない方がよろしいかと思う。運転業

務とは別に夜間長時間業務に携わることで新たに何かの疾病にかかると解釈されてしまう

ので、これをこの検討会の報告書で記載するのは適切でないと思う。 

 

事務局 

会員制高速バスについて、高速ツアーバスと同様に業態として移動のみをサービスの対

象としているため、昨年、通達を出して高速ツアーバスを定義しているが、このなかで会

員制高速バスは高速ツアーバスと同じものと扱うこととしており、７月末までに高速ツア

ーバスに移行することとなる。当該事業者のケースについては、指導実施し、かつ必要な

手続きについて助言しているところ。 

 

厚生労働省 

改善基準告示のご質問について、改善基準告示は国土交通省の乗務時間等の基準とリン

クしているものであり、４３ページに概要が記載されている。今回の検討ではこの概要資

料の一番下に記載されている部分をベースにしておりそれに上乗せとして交替運転者の配

置基準を定めているものだが、ベースの改善基準については現行の基準を遵守させること

が重要であると考えている。 

 

酒井座長 

一部意見もあるので、事務局と座長で検討して、もう一度見返した案をお送りして固め

させていただきたいと考えている。よろしければ、本日最終的に合意頂いたということで

考えたい。 

 

（事務局から資料４について説明） 

 

富田委員 

 業界に預けられた部分があるが、行政と一緒に周知徹底していきたい。誰が見ても分か
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り易くするということが重要であり、これを最低として実施していく事業者もいるため、

夜間４００ｋｍ、昼間５００ｋｍが大原則であるというように書いて頂いて、都合よく解

釈されないように配慮いただきたい。 

 


